
「ノ‾′‾′‾′‾′‾′‾′‾′‾ノ〆／〟′‾ノ〟′〆′〟′‾′‾′‾′‾′‾′ 
「  

ヽヽ ！Ⅹ．証書再交付の申請及び証書亡失の届出！［規則第9・10粂］  、  
j                    ！ ヽ▲■”■′J■′■■ノ．■ノ■－／■■／■■■′■■′■－′■－′■－′■－′一－ノ■－′■■，′一－′■－・′一，・ノーー・ノート  

受給者は、証書を破り又は汚したときは、その証書を添え証蕃の再交付の申請を行う。  

また、証書を失ったときは、証書亡失の届出を行い、届出後、失った証書を発見したと 

きは、これを返納する。  

1証書再交付の申請及び証書亡失の届出の処理について［準則］  

証書の再交付の申請書又は証書亡失届（様式第8号）（以下「証審亡失届等」と   

いう。）の提出を受けたときは、おおむね、次によヱエ処理する丸監よ丈ゑ。  

（1）受付処理帝の件名」島亀L欄卒び受付～頗選嵐L欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、証香亡失屈等の記掛こ不備がないかどうか検討する£よ。  

（2）証書亡失届等の記載に容易に補正することができない程度の誤りがあるときは、   

証書亡失屈辱を受給農隠者に返付し、受付処理辞の返付欄に返付年月日及び返付事   

由を記入する£よ。  

（3）鼠紘受給鼠扱者が返付された証書亡失届等を補正して再提出したときは、受付処   

理辞の受付、J虎狼敗L欄に再提出受付年月日を記入する£よ。  

（4）証書亡失屈辱の取掛こ不備がないときは、受付処理簿の受理欄盈臓鮎退屈農   

曳急放生且且に受理年月日を記入£ゑよ息息監、その内容を審査する主よ。  

（5）証書亡失届の場合は、番号辞、受給資格者台帳及び台帳索引票の証書の番号の欄  

に「第 号の2」のごとき枝番号を追記するこよ。  

（6）当該受給麗扱者につき、新たな証醤を作成し、証書再交付申請書に添えられた証   

書を廃棄する払  

（7）証書を受給鷺鹿者に交付し、受給資格者台帳の証事欄に証吾交付年月日を記入す  

るこよ。  

（8）番号辞の備考欄に再交付年月日を記入するこよ。  

（9）受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入するこよ。  

平成 年 月 日  ※市区町村   
受付年月日  

児童扶養手当住所（転出・転入）・支払金融機関変更届  

（ふりがな）  

氏   名  

金
融
機
関
 
 

●  

転出予定日  
転 入 日  平成  年  月  日  

上記のとおり、児童扶養手当住所・支払金融機関変更について届け  

出ます′。   

平成  年  月  日  
都道府県知事（福祉事務所長）  

市町村長（福祉事務所長）  殿  

氏名  印  

◎ ※の欄は記入する必要がありません。  

◎ 転出時の届出の場合は「転出」を、転入時の届出の場合は「転   

入j を○で囲んで下さい。  

◎ 転入時の届出の場合は、証書番号を記入する必要がありません。  

◎ 字は楷書ではっきりと書いてくセさい。記名押印に代えて署名   
することができます。  
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「ノ〆′‾′〟′‾ノ‾ノ‾′〟′‾′‾ノ‾′‾′‾′‾′‾′‾ノγ‾′タ′‾′ 
「  

刃・受給資格喪失の届出及び死亡の届出 規則第11・12粂］  
、■■′■－・・′」■”■′■■■′■■”■′■■－′■－′■－′■－′一－′■－ノ㌧一口■ノーノ■■－′■－′■■，′■■－′■－′一｛  

受給資格者は、法第4粂の支給要件に該当しなくなったときは、資格喪失の届出を行  

う。   

また、受給資格者が死亡したときは、戸籍法の規恵による死亡の届出義務者は、14  

日以内に、死亡の届出を行う。  

（参考）  

l．， 
I  

： 下記の者は、その順序に従って、死亡の届出をしなければならない。但し、順序に： ll  

；かかわらず届出をすることができる。  
l  

； 第1 同居の親族  
，  

ミ  第2 その他の同居者  

： 第3 家主、地主又は家屋若しくは土地の管理人  
I 

：②死亡の届出は、同居の親族以外の親族も、これをすることができる。  

（注意事項）  

○手当に係る受給資格喪失時点について［昭和60年児企第34号］  

手当に係る受給資格喪失については、受給者からの受給資格喪失届等により確降す   

ることとされているが、受給資格喪失時点については、受給資格喪失事由に係る戸籍、   

住民票等の関係公軌こよる確認等により、その正確な把握に努められたい。  

t018歳に達する日以後の最初の3ノ弓31日が終了する児童の取扱い等について［平成   

8年児家第10号］   

・資格喪失及び手当額改定の事務処理  

18歳に達する日以後の最初の3月31日が終了する児童の受絆資格者から、資  

格喪失屈または手当額改定届の提出がなくとも、公簿等によりその事由が明らかな  

場合には、職権に基づいて資格喪失及び手当額改定の事務処理を行うことができる。  

なお、職権に基づいて資格喪失及び手当額改定の通知を行う場合は、施行規則第  

4粂の2の規定による障事の状態の届出について附記し、該当する場合は一定の期  

間内に速やかに関係書類を提出するよう指導し、当該届出があり、当該児童が政令  

で定める程度の障害の状態にある場合には、引き続き手当の支給を行う。  

◎ ※の欄は記入する必要がありません。  

◎ 字は楷書ではっきりと書いてください。記名押印に代えて署名   

することができます。  
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（6）受給資格者台帳の受給資格喪失欄に当該所定事項を記入し、これを支給廃止帝に   

編入する主よ。  

（7）当該台帳索引票の備考欄に受給資格喪失の旨を記入し、これを台帳索引静から除   

去するこ£。  

（8）資格喪失屈辱に添えられた証書を破棄するこよ。  

（9）為政蓋厳封鮎む；放資格喪失通知書（様式第15号）を交付する払  

（10）受付処理辞の処理経過欄に処理済年月日を記入するこよ′。良友ふふ金敷去施度盤  

・現況届未提出者に対する督促等   

18歳に達する日以後の最初の3月31日が終了する児童の受給資格者のうち、  

現況届を提出していない看で、公辞等により明らかに法第4粂の支給要件を充足し  

ていないことが確認された者については、抵第29粂の埠定に基づき一定の期間を  

定め現況届の提出を命令するとともに、その期間内に現況届の提出がない場合には  

法弟14条の規定に基づき手当の全部又は一部を支給しないこととし、職権により   

資格喪失の処理を行うことができる。   

また、公辞等により法第4粂の支給要件を充足しているか否か確認できない者に  

ついては、法第29粂の規定に基づき一定の期間を定め現況届及び法第4粂の支給  

要件を充足していたことを明らかにすることができる書類の提出を命令するととも   

に、その期間内に現況屈辱の捷出がない場合には法第14粂の規定に基づき手当の  

全部又は一部を支給しないこととし、職権により資格喪失又は手当額改定の処理を   

行うことができる。  

については、上  

1受給資格者死亡の届出に必要な書類  

受給資格者の死亡を証する書類。  

2 資格喪失届及び受給資格者の死亡の届書の処理について［準則］   

資格喪失届（盈剋様式第9号）又は受給資格者の死亡の届書（以下慄格喪失屈   

辱」という。）の提出を受けたときは、おおむね、次によヱエ処理する丸鮎、丈ゑ。  

（l）受付処理辞の件名、′L致鮎〉、欄及び受付、頗選曲L欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、資格喪失届等の記載に不備がないかどうか検討するニ．£。  

（2）資格喪失届等の記掛こ容易に補正することができない程度の誤りがあるときは、   

資格喪失届等を受給資格者隻に返付し、芦付処理簿の返付欄に返付年月日及び返付   

事由を記入するこよ。  

（3）受給資格者隻が返付された資格喪失届等を補正して再浸出したときは、受付処理   

帝の受付J箆後払L欄に再提出受付年月日を記入するこよ。  

（4）資格喪失届等の記赦盈蕊ゑゑ簸放棄題急に不備がないときは、受付処理簿の受理  

に受理年月日を記入まゑよゑ息邑、その内容を審  

査するこよ。   

なお、届出に係る事実を確認するため、特に必要があると絡められるときは、抵  

第29条の規定による調査を行い、又は、造第30条に規定する措置をとるこよ。  

（5）番号醇の当該備考欄に受給資格喪失の旨を記入し、当該部分の全体に斜線（鼻音）   

を付する㍊。  
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「′〟′‾′‾′‾ノ‾ノ‾′‾′‾′‾′′′「  
肌添付書如省略 規則第26粂］  

ヽ■■′■■′■■′■■ノ′－・′■－′■■′一ノ■■■′■－ノ■■′一■ヽ  

戸籍謄本又は戸籍抄本（以下「戸籍謄（抄）本」という。）や住民票に記載される内容を確認  

することができる場合には、終定請求書、手当額改定請求書、現況届、氏名変更届及び住所変  

更届（以下「請求書等」という。）にこれらの書類の添付を省略させることができる。   

なお、認定請求者及び手当鱗改定請求書（以下「馳走請求書等Jという。）については、戸籍  

謄（抄）本、住民票のどちらかの書類の記載内容を認定請求書等を受理する前に確認すること  

ができる蓼合に限り・、両方の畜類の添付を省略させることができる。  

ついて（  ;0730001 

■添付書類の省略の事務手続き   

支給機関等   説  明   

都道府県知事である場合   町村長において戸籍謄（抄）本や住民票の記載内容を確認  

できる場合は、請求書等に戸籍謄（抄）本や住民票を添付  

することを省略させることができる。その際、町村長は請  

求書等に戸籍謄（抄）本又は住民票の記載内容を確終できた  

旨を記載する。   

市長又は福祉事務所を管  戸籍膳（抄）本や住民票の記載内容を確認できる場合は、   

理する町村長である場合  請求書等に戸籍謄（抄）本や住民票を添付することを省略  

させることができる。   

匪認定者等の場合   市町村長が戸籍謄（抄）本又は住民票の記戟内容を確認で  

きる場合は、請求書等に戸籍謄（抄）本や住民票を添付す  

ることを省略させることができること。その際、市町村  

長は、請求書等に戸籍謄（抄）本又は住民票の記載内容を  

確認できた旨を記載する。   

◎ ※の欄は記入する必要がありません。  

◎ 字は棺書ではっきりと書いてください。記名押印に代えて署名   

することができます。  
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（注意事項）  

○ 戸籍腰（抄）本又は住民票を省略できる場合は、手当の支給機関が戸籍謄（抄）本文は住民票   

の記載内容を確経できる場合に限られており、例えば、本籍地や住所地が異なる場合や受給資格   

者が転居した場合などにより手当の支給機関が記載内容を確認できない場合、従来どおり戸籍謄   

（抄）本や住民票の提出が必要である。  

○ 手当の支給機関が住民票を確移する場合は、受給資格者について確認するのみならず、省令第  

1粂第1号等に規定されているとおり、受給者及び対象児童の属する世帯の全員について確認す   

る必要があること。  

○ 後日、事実関係を確認する必要が生じた場合には、確認した戸籍謄（抄）本や住民票の記載内   

容については、請求書等の保存期間（艶定請求書等については5年間。現況届については3年間。   

氏名変更届及び住所変更届については1年間。）中は、再度確格できるようにする。  

なお、確終日、確認者の氏名、確辞者の署名、捺印を記徹しておくこと。  

○ 住民基本台帳ネットワークとの関係  

添付書頬の省略については、上記のとおりであるが、公称の中には住民基本台帳ネッ   

トワークも含まれるものであり、都道府県知事が住民票の記載内容を確認する場合に限   

り、住民基本台帳ネットワークを活用することも可能である。市町村が住民基本台帳ネ  

第4章 その他留意事項   

ツトワークを活用することはできない。  
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少なくとも1人がこれに該当するかどうかで認定すること。   

（4）養育者の生計を維持するもの  

法第11粂において、養育者の生計を維持するものとは、直接又は間接に養育  

者の生計費のおおむね大半を負担している煮曳ことをいうが、このような者が2  

人以上ある場合は最も多額の費用を負担している者を生計を維持しているものと  

すること。  

3．孤児等の養育者［政策9条、法第9条の2、令第2粂の3、昭和60年児発第66   

2号〕  

1．所得による支給の制限［接第9条から第11条］  

受給資格者、孤児等の養育者、配偶者又は扶養義務者の前年（1月から6月まで   

の間に請求する者は前々年）の所得が政令で定める額以上の場合は、その年の8月   

から翌年の7月（1月から6月までに認定請求の者は、その年の7月）までの手当   

の全部又は一部を支給しない。   

・法第9粂 母ん〉g又は嚢育者（孤児等の養育者を除く）の所得による支給制限  

・法第9条の2 孤児等の養育者の所得による支給制限   

・絵第10条 母レ盆の配偶者及び扶養義務者の所得による支給制限  

：（注意事項）  
l  

；○受給資格者たる母に係る扶養義抹者等の所得審査については、住民葉上同一世帯にある：  
I 

；者のほか、生計同一の実態が想定される扶養義務者等について、受給資格者との生計関係：  

1   ：を十分調査し、受給資格者と当妨扶養羨妨者等との生計同一関係が認められる場合に－ま、‡  
l  

：当核扶躾義務者等の所得状況の把握を図ること。［昭和60年児企第34号】  

孤児等の養育者については、  

児童を養育している着であること 等から、他の  

養育者とは区別し、別の支給制限を設けることとしている。なお、所得 の計算方法  

は、他と同様であること。   

この支給の制限においては、一部支給停止は行わないこととし、また、全部支給停  

止となる所得の限度額は、扶養義務者に係るものと同様であること。   

孤児等の範囲については、次のとおりである。  

（1）父（母が児童を懐胎した当時事実婚の状態にあった者を含む。以下同じ。）  

が死亡し又は生死不明であって、かつ、母がない児童（母が死亡し若しくは生死  

不明であるか又は戸籍上母がない児童をいう。）  

父が死亡し   父がない  母が死亡し  

かでない  
2．所得制限の適用にあたっての留意点［昭和36年児発第1356号］   

（1）受給資格者の扶養親族等でない児童  

法第3条第1項の要件を満たす着であれば手当の支給対象児童でなくともこの  

対象となり、その数及び生計維持関係は前年又は前々年の12月31日において  

認定し、その後の異動にかかわらないこと。   

（2）受給資格者の配偶者及び扶養義務者  

法第10条及び麓11条に規定する法第4粂の支給要件に該当する者の配偶  

者、扶養義務者の有無の状況については、その所得に関しては前年又は前々年の  

ものによることになっているが、この場合は現在時点においてその状況を終定す  

ること。   

（3）母盈鎚と生計を同じくする漫風船盟鹿表適遜煮  

法努10条において母農法怠と生計を同じくする盈盈法鼠忽迭鹿島薮貴かどう  

かは、住民票その他の公簿等の同居の関係によって終定するが、この生計を同じ  

くする者が2人以上ある場合においてもそれらの所得を合算せず、これらのうち、  

（少父が法令により引き続き1年以上拘禁されている児童であって、母がないも  

の又は母が法令により引き続き1年以上拘禁されているもの 

（ま）母が婚姻（事実婚を含む。）によ独烹懐胎した児童であって、母が死亡し  

たもの又は母の生死が明らかでないもの   

（乏）いわゆる「棄児」（政令第1条の2第5号に該当する児童）   

（色）父がない児乱（父が死亡し若しくは生死不明であるか又は明らかでない児童  

をいう。）であって、母が法令により引き続き1年以上拘禁されているもの  

4．低所得者の取扱い   

市町村民税の申告をしていない者については、地方税の均等割非課税の場合であっ   

ても、児童扶養手当の一部支給の対象となる場合が生じることから、こうした場合に   

は支給額を決定するため、受給資格者の源泉徴収票や事業主の所得証明書等所得の確   

駆ができる書類を提出させることとし、所得を証明できる書類がない場合には、受給   

資格者に所得を申告させ、その額で所得を認定すること。  
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○所得の申告義務があるにもかかわらず、市町村民税について税務部局に申告して   

いない場合（課税台帳で所得を確認できない場合）については、受給資格者に申   

告するよう求め、認定請求書や現況届に添付させることになる。  

○地方税法第317粂の2第1項の規定により所得割の納税義務せ負わないと認め   

られる者のうち当該市町村の条例で定めるものについては、市町村民税の申告の   

義務がないが、・このような者については、課税台帳等により所得を確認できる場   

合は、その額により所得等を認定することとし、それ以外の場合には、所得がな   

いものとして取り扱われたい。  

○純損益又は雑損失が生じた場合、その損失金額を所得額から差し引くことになる   

が、裸税台帳上の所得がマイナスとなっている場合には、所得がゼロではなく、   

マイナスの額を所得として認定する。  

5．養育費［法第9粂、令第2条の4、念第4粂〕  

受給資格者が母である場合で、その監護する児童が父から支払を受けたその児童   

の養育に必要な経費の金額及び母がその監韓する児童の父から支払を受けた児童の   

養育に必要な経費の金額のそれぞれ80％に相当する金額をそれぞれ所得に加算す  

る。  

かつ、こ  

（1）養育費の範囲  

イ養育費」に該当するには、次の要件をすべて満たしている必要があること。  

乙ノ〉金品等の支払いの名義人が、受給資格者が母である場合には児童の父れ農鹿慶應煮  
であること  

イ．金品等の受取りの名義人が、  

であること  

されたものが、金銭、   乏し父か  

有価証券（小切手、手形、株券、商品券など）（以下「現金等」という。）であること  

芝山父から母養ふ£法児童へ、母から父君しくは児童への現金等の給付が、手渡し（代   

理人を介した手渡しを含む。）、郵送、母れ£負鹿又は児童名草の金融機関の口座への   

振込みであること  

五山給付の名目が「養育費」、「仕送り」、「生活費」、「自宅などローンの肩代わり」、「家  

賃」、「光熱費」、「教育費」等、児童の養育に関係のある経費として支払われている  

こと  

したがって、次のようなものは「養育費」には含まれない。  

⊥乙L児童扶養手当を受給している母親が監讃している児童の父親以外から支払わ  

れたもの  

かつ、こ  

」且L母し笈又は児童以外の者が受け取っている曳盟  

」三L支払われたものが、不動産（土地、建物等）、動産（車、家財道具等）の場合  

J度Lヌ払方法が、母レ£又は児童以外の者への手渡し、郵送、口座振込邑よゑ息  

の  

J盈u慰謝料」、「財産分与」として支払われるふゑ  
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（事 例）  

○ 養育費に該当するもの  

・父が母又は児童に、勤王鎚遇廣監対して「住宅ローン、家賃の支払い、  

保育料等の支払いに充てるため」として現金を手渡しや母親ん、怠狼名義又は  

児童名義の口座に振り込んでいる場合   

・ギャンプルの払戻金や宝くじの当選金などの臨時収入を原資として支払った  

場合でも、養育費の真性を満たせば、養育費に該当する。  

（2）「養育費等に関する申告書」について  

ア．目的及び必要性   

「養育費等に関する申告書」は、母農法怠である請求者又は受給資格者が、前   

年に、監護している児童の父親である前夫（以下「前夫」という。以下同じ。）、為   

よ上こえJ瓜〉、から養育費を受け取っている艶又は児童が受け取っている場   

合にはその額を申告するためのであること。  

当核申告書は、請求者又は受給資格者が母農法盆である場合に認定請求書又は現  

況届の添付書類として提出を求めるものであり、養育者である場合には添付する必   

要はないが、請求者又は受給資格者が養育者と母品提盆の両方の立場である場合に  

は、添付する必要があること。  

まレ以上のように、原則として、母農法基である請求者又は受給資格者の全員が添付   
すべき書類であるが、前年の所得（養育費を除く。）から明らかに全部支給停止で   

ある場合や、明らかに前夫忍通底から養育費を受け取る可能性のない場合、例え   

ば、父の死亡により児童扶養手当の受給資格を取得した場合や未婚の母として児童   

扶養手当の受給資格を取得した場合（児童の父かち認知を受けている場合を除く。）   

などには、提出を省略することがセきること。  

之レ内容・様式について   

別添で定める嘩育費割こ関する申告軍⊥軋「養育費等こ関する申告軋の雛  

型であり、養育費の額について申告できるものであれば、その内容・様式は各自治  

体の実情にあった内容・様式として差しつかえないこと。  

烹ん「養育費等に関する申告書」についての説明等  

「養育費等に関する申告書」を請求者又は受給資格者に交付し、記入を求め  

る際には、その趣旨・目的及び記入要領についても併せて交付又は説明するこ  

と。  

（3）養育費の認定  

L必要経費  

児童扶養手当席上の所得を計算する際に、就業状況や家族の状況等を考慮  

して、給与所得控除や各種控除などを控除されていることから、受け取った  

金額の全額ではなく、養育費の取得に要する費用（弁韓士費用、裁判費用な  

ど）を考慮し、受け取った養育費の額の2割を控除した額を児童扶養手当上  

の所得に算入することとなる。  

この控除は一律に控除するものである。  

父が父名義の口座のキャッシュカードを母に、   

孟盈こよゑ怠監又は児童に預けている場合、養育費に関する取り決め暑があれ  

ば、養育費として取り扱って差し支えない．  

0 養育費に該当しないもの  

・父見抜急が直接、銀行等の金融機関、貸し主、保育園等に支払っている場合  

・父農法最の保育園への送り迎えは、金銭や有価証券の給付ではなく、労務の  

提供に当たるので、該当しない。  

「慰謝料」は、離掛こ伴い発生した支払いであり、児童の養育のための経費  

ではないので該当しない。  

「食料品」、「衣類」、「ランドセル」、「机」、「ピアノ」、「パソコン」など児  

童のための物品を受け取った場合。  

・住宅の所有名義が父であり、母が使用■している場合は、住宅の簡渡や貸借料  

相当額の利益の供与などに該当するが、いずれの場合も、金銭や有価証券の給  

付ではない。  

・母が監護して巳る児童を父が自らの健康保険の被扶養者としている場合。  

・父基底急が子のために学資保険に加入し、その保険料を支払っている場合。  

・婚姻中、父が母から借金をして、離婚後、月々の借金の返済として父が母の  

口座に送金している場合。  

・母が住んでいる借家の家賃を父が直接大家の銀行口座iこ振り込んでいる場合  

や父の口座から引き落とす場合。  

・正式に離婚する前に別居状態が続いており、その間に養育費を受け取った陽   

合には、養育費に該当しない。  

○ その他  

・母が父名義盈腹芸放漫魚屋の口座のキャッシュカード、通帳、・印鑑を預かっ  

ている場合、父と母の生計等の諸状況を総合的に勘案し、①事実婚に該当しな   

いか、②父農法漫と生計を同じくしていないか、③母の配偶者に養育されてい  

ないかなど手当の支給要件により判断する。  
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6．所得制限の仕組み   

手当の所得による支給制限は、政令で定める計算により求められた受給者の所得（※1）が、受給者の扶   

養親族の数に応じて政令で定める所得制限限度額（※2）以上であるときに行われる。  
ム所得の認定  

養育費として所得に算入する額は、前年に受け取った額である。前年に多  

額の養育費を一括して受け取った場合でも、算入する掛こ上限はないので、  

その額の80％を所得に加算する。  

前年に受け取った額 × 80％ ＝ 所得に算入する額  

（1円未満は四捨五入）  

※2  

扶養親族数別の  

所得制限限度額  

児童扶養手当施行令により計算される受給者の所得  

（事 例）  

○ 途中で養育費の額が変更されたり、取り決め通り支払われなかったり、調停中   

で養育費の額が確定していない場合には、実際に受け取った額を所得に算入し、   

途中で額が変更になった場合でも、その年に受け取った額を算入する。  

○ 父の違う児童を監護する場合には、それぞれの養育費を合算した額の80％を   

所得に算入する。  

○ 昨年2人の子について30万円ずつ計60万円の養育費を受け取ったが、今年   

の初めに1人の子は父の元に転出した場合、児童扶養手当における所得は前年の   

所得であるため、60万円が対象となる。この場合の所得制限限度額を適用する   

際の扶養親族等の数は2人、手当額は1人分となる。  

受給者の合計所得  政令に規定する各種控除  

一部支給の所得制限限  

度額の設定方法   方税法に定め  1．控除対象者   

地方税法による控除を受ける者  

2．控除額  

（1）地方税故による控除額  

・雑規控除  

・医療費控除  

・／ト規模企業共済等掛金控除  

・配偶者特別控除  

・肉牛用の売却に上る事業所得  

（2）障害者  27万円   

（特別障害者 40万円）  

j鼠寡婦寡夫  27万円   

（寡婦特例  35万円）   

※ただし、母風鎮怠の場合適用   

なし。  

瓜勤労学生  27万円  

○総所得金額  

○退職所得金額  

○山林所得金額  

○土地等に係る事業所   

特等の金額  

○長期隋渡所得の金額  

○短期譲渡所得の金額   

匪家蚕  
○父芸妓良からの児童  

の養育に必要な費用に  

ついて、受取人が母、  

名草は児童である場合  

にその金品寄金額の8  

0％  

母子2人世帯の年間  

給与収入（365万円）  

から給与所得控除相当  

額（ユ27万円）、8万  

円を減じた額（230  

万円）を扶養親族1人  

の場合の所得制限限度  

額とし、所得税法に規  

定する扶養親族等及び  

当該扶養親族等でない  

生計脚童が0人及  

び2人以上の場合は、  

扶養控除額相当の38  

万円を加減して設定し  

ている。  

※ 受給者の合計所得は、給与所得の場合、給与所得控除額を減じた額。  

※ また、受給者の合計所得には、母子家庭自立支援給付金は除く。  

（注）．0 所得税故に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族又は特定扶養親族がある者についての限度額  

（所得ベース）は、次の額を加算した額とする。  

1 本人の場合は、  

（9老人控除対象配偶者又は老人扶養親族1人につき10万円  

②特定扶養親族1人につき15万円  

2 孤児等の養育者、配偶者及び扶養義務者の場合は、老人扶養親族1人につき（当該老人扶養親族  

のほかに族養親族等がないときは、当該老人扶養親族のうち1人を除いた老人扶養親族1人につき）  

6万円  
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平成22年度児童扶養手当所得制限限度額表  ′‾′ 

ヽ  
ヽ                                            ▲一′一′▲■■・′一ノJ－′一′■u■・′■■■′■■′－′ノー′」■′■－′▲  

（単位：円）  

本  人  孤児各の養育  

蛮族葦  全 部 支 給  一 部 女 給  
の数  

配 偶 扶養義務者  

収 入 額  所 得 額 収 入 額   所 得・額  収 入 額ミ  所 得 額   

0   920，000  ‾190，000  3，11も000  1，920，000  3，725，000  

1  

2  

3  

4  

5  3，357，000  2，090′000  5，550，000   ：3，820，0油   

1．支給期間［法第7粂第1項〕   

児童扶養手当の支給は、受給資格者が法第6条の規定による認定の請求をした日の   

属する月の翌月から始め、手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わるこ   

と。  

2．支払期月［法第7条第3項］   

児童扶養手当は、毎年4月、8月及び12月，の3期に、それぞれ前月までの分を支  

払う胤ただし、前支払期月に支払うべきであった手当又は支給すべき事   

由が消滅した場合における急患且会見£盟手当は、その支払期月でない月であっても   

支払うものとする胤  

・前支払期月に支払うべきであった手当   

現実に支払期月がきているにもかかわらず、支払を受けないでいる場合の手   

当のことである。例えば、ゴ月に請求して3月分の手当から支給を受けること   

となっている場合、3月分の手当は4月の支払期月に支払われるのに支払を受   

けなかったときは、3月分の手当は次の8月期を待たずいつでも支払が受けら   

れることになる。  

・支給すべき事由が消滅した場合における£曳且急患ヱの手当   

例えば2月に児童を監護しなくなったため、母が支給を受けていた手当の支   

給事由が消滅した場合における4月期に支払うべきである手当つまり前年の1   

2月から2月までの3か月分の手当のことである。－この3か月分の手当は、本  

来なら4月に支払うこととなるが、4月忽去遊戯旦を待たず支払を受けること   

ができるものとされている。  

（注）1．受給資格者の収入から給与所得控除等を控除し、養育費の8割相当額を加算した  

所得額と上表の額を比較して、全部支給、一部支給、支給停止のいずれかに決定す  

る。  

2．所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族又は特定扶養親族がある  

者についての限度額（所得ベース）は、上記の額に次の額を加算した額とする。  

（1）本人の場合は、  

①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族1人につき10万円  

（∋特定扶養親族1人につき15万円  

（2）孤児等の養育者、配偶者及び扶養義務者の場合は、老人扶養親族1人につき  

（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族のう  

ち1人を除いた老人扶養親族1人につき）6万円  

3．政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例とし  

て給与所得控除額等を加えて表示した額である。  

3．支払開始期月の特例［法第7粂第2項］   

児童扶養手当は、原則として終定の請求をした日の属する月の翌月から支給され支  

給要件該当時にさかのぽらないのであるが、唯一の例外として災害等の埋申で請求で   

きなかったときは、災審等の理由により瓢定の請求をすることができなくなった日の   

属する月の翌月から支給される。  

r災宰その他やむを得ない理由」とは、震災、風水事等の自然災害はもちろん、火   

災などの災音のほか、急病、出産、死亡、交通事故等によって認定め請求ができない  
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場合をいう。このような特別の事情で請求できなかったときは、その理由がやんだ後  

15日以内に請求しなければならないが、「理由がやんだ」というのは、台風が去っ  

たとき、火災が鎮火したとき、あるいは病気が全快し床上げをしたときと解される   

なお、「やむを得ない理由」とは、自然災害等で物理的にみて申請が不可能な場合  

に限定されるので、離婚の如く人為的な場合は、含まれないと解する。［昭和55年  

児企第29号］   

また、「やむを得ない理由」は、受給者本人に係るものでなければならない。ただ  

し、受給者本人以外の者、例えば支給対象児童等に係る災害等が、受給者本人に係る  

「やむを得ない理由」に該当する場合がありうるが、その適用に当たっては、十分そ  

の間の事情を調査することが必要である。  

（参考）  

〔ケース1］  

［ケース3］  

（災害その他やむを得ない理由）  

6／20  7／1  7／15  7／20  

（支給要件の発生日）  （終定請求）   

「やむを得ない理由」により認定の請求をすることができなくなった日は7月1日   

なので、手当は8月分から支給される。  

4．受給者が都道府県等の区域を超えて住所変更をした場合［昭和60年児発第662   

号コ   

変更前の住所地の都道府県知事等は、変更後の住所地への転入年月日の属する月分   

までの手当を支給し、変更後の住所地の都道府県知事等は、転入年月日の属する月の   

翌月分から手当を支給するものであること。この場合、前者の手当については、変更  

後の都道府県知事等からの転入に関する通知を受けた後、失権の場合に準じて、脚寺   

払いの取り扱いを行うこと。また、後者の手当については、受給者からの届出により   

転入を確認した上支払うこととする。  

5．児童扶養手当支給停止関係届等による場合［昭和60年児発第662号］   

児童扶養手当支給停止関係届等により、新たに手当の全部若しくは一部の支給を停   

止し、又は手当の支給停止を解除することとしたときは、異動の発生した月の翌月か   

ら当該措置をとること。  

6．支払の開始期日   

手当の支払期日を定めるに当たっては、既認定者等との均衡を考慮して、既認定者   

等についての支払期日（支払期月の11日（その日が日曜日若しくは土曜日又は休日  

・（以下「日曜日等」という。）に当たる場合は、その日の直前の日曜日等でない日）  

［児童扶養手当及び特別児童扶養手当の支給に関する規則第3粂］）と著しい間隔が   

生じないように配慮されたい。［昭和60年児発第662号］  

（災害その他やむを得ない理由）  

6／20  7／15  7／20  

（支給要件の発生日）  （隈定請求）   

「やむを得ない理由」がやんだ後15日以内に認定書青求を行っているので、手当は  

7月分から支給する。  

【ケース2〕  

（災宰その他やむを得ない理由）  

6／20  6／29  7／15  7／20  

（支給要件の発生日）  （認定請求）  

「やむを得ない理由」がやんだ後15日以内に諷定請求を行っているので、手当は  

7月分から支給する。  
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財産について被害金額がその全体の価格のおおむね2分の1以上であれば、たとえ他   

の種類の財産が無傷であっても被災者に該当する。  

5．所得制限が行われない期間   

災害特例の対象となる期間は、挽害を受けた月から翌年の7月までである。最長1   

9か月（1月に災害を受けたとき）、最短8か月（12月に災害を受けたとき）であ   

る。  

′′ 

［法第12粂〕  
ヽ                                               ヽ ヽ■■′．－′一′．■′■－′■■，′■■r′■－・・′一′．■′■■■′■■′一■   

怯第12粂は、児童扶養手当の支給を受けることができる母れ£又は養育者本人、そ  

の配偶者及び扶養義務者の所得による支給制限についての災宰特例に関する規定であ  

る。すなわち、所得制限は、前年と同様の所得がその年も引き続きあるだろうという推  

定にたって技術的見地から前年の所得によって行われるが、その年に災害があったため  

財産に損害を受けたときは、通常所得の減少をもたらし、前述の推定は成り立たなくな  

るので、特例的に前年の所得による支給制限を解除し、後日災寄を受けた年に所定以上  

の所得があったことが判明したときは、解除によって支給された手当を返還することと  

したものである。  

1．対象となる災害  

災害特例の対象となる災害は、災害救助法が適用されるような大災害にかぎらず災   

専一般をいい、例えば野中の一軒家が火災によって焼失した場合も含まれる。「その   

他これらに撰する災害」とは、例えば津波、落雷等の非常災害を指し、冷害、干害、   

猷専、虫専などのような災害あるいは倒産などのような人為的災害は含まない。  

2．災脊特例の対象者   

本人所得制限の場合における母」蓋又は養育者、配偶者所得制限における配偶者、   

扶養義務者所得制限における扶養義務者及びこれらの者の扶養親族で、所有する財産   

についてその価格のおおむね2分の1以上の損寄を受けた者。  

3．被災財産の種類   

・住宅、家財［法第12粂］   

・主たる生業の維持に供する田畑、宅地、家屋［令第5粂］   

・機械、器具その他事業の用に供する固定資産（鉱業権、漁業権その他の無形減価  

備却資産を除く。）［昭和36年厚生省告示第402号］  

4．被災金額について  

被災金額は、火災保険金や第三者行為に基づく損害膀償金あるいは農業共済による   

給付金等により補充された金額を除いて価格のおおむね2分の1以上でなければなら   

ない。この場合被害金額が2分の1以上であるかどうかは、住宅、家財等の財産を総   

額について認定するのではなく、各財産の種別ごとに終定し、いずれか一つの種類の  

6．所得制限の適用   

貴慮農放登玉あゑ母農法笈自身が被災者であるときは、急鎗豊漁登玉あゑ母見抜急  

白身の所得による支給制限は行われないが、その母基戊蕊に配偶者又は扶養義務者が  

おり、これらの者が所得制限に該当するときは支給されない。  

7．手当の返還について   

災事特例の適用を受けた場合において、被災者が換寄を受けた年に所定以上の所得   

を有していることが翌年になってわかったときは、災審特例の対象となった期間の手  

当で既に支給を受けていたものの全部又は一部を都道府県等に返潰することとなる。  

8．返還額の基準［令第且粂］   

手当額の返還は、災害が生じなからたとした場合に、前年（又は前々年）の所得に   

照らして、いくら支給を受けていたかを計算して、その額を超過して支給を受けた額   

を返還することとなる。  
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 末文払の手当は、死亡した者に支払うべき手当で、まだその者に支払われていなかっ  

たもの（死亡当時受給賓格があった場合は、死亡した日の属する月までの分）であり、  

死亡当時当該手当につき支払期月が到来していたかどうかにかかわらないものである。  

［昭和37年児発第574号］  

1．支払い時期［昭和36年児発第1356号］  

法第16粂は、手当の受給者の死亡した場合の規定であるが、この場合には、法第   

7粂第3項ただし昔の規定により、その死亡した日の属する月までの分の手当は、そ   

の支払期月でない月であっても支払うものであること。  

2．末文払の手当の請求者［昭和37年児発第574号］   

未支払の手当の請求者は、当該手当につき支給の対象とされていた煮であること。  

なお、かかる児童が2人以上ある場合は、1人が全員を代表して請求するものであ   

るが、そのうちの最も年長の者が請求を行うよう指導すること。   

未支払の手当の請求者が幼少等のため息晶能力がない場合は、その保護者は未支払   

児童扶養手当請求審の備考欄に記名押印し、当該保頚者が手当の指定受取人となるこ   

と。  

○時効の解釈及び取り扱い等について［昭和47年児企第33号］  

1．各支払期月の受給権の時効  

受給者は、法第7条第芦項に規定する支払期月の支払日（以下「支払期日」とい  

う。）が到来することによって、手当の支払いを受けることができることとなるが、   

受給権を行使しない期間が2年間継続した場合においては、各支払期月の受給権（支   

分権）が時効により消滅する。，  

この場合の時効の起算日は、支払期日であり、時効が完成するのは、2年後の支  

払期日の前日が経過した時点である。  

2．現況届未提出者の取り扱い  

（1）現況届未提出者の時効にちいて  

現況届未提出者（以下「未提出者」という。）は、毎年12月の支払期日が経過  

した時点で2年前からの未提出者についてその受給権（基本権）’の時効が完成する  

こととなるので、そ・のつど職権により受給資格喪失の処理を行う。  

なお、この場合の資格喪失日は、12月の支払期日であるよb  

（2）未提出者の権利をできる限り保全するため、次の事項に十分留意し、必要な亭務  

処理を確実に行うこと。  

ア．未提出者については、その名簿を作成し、かつ、それに基づいて未提出者の追  

跡嗣査を行うことにより、できうるかぎりその把握に努めること。  

なお、明らかに支給要件に該当しないことを確認したときは、職権により資格  

喪失の処理を行うこと。  

イ．現況届の提出期限である8月31日までに現況届の提出がない者に対しては、  

別紙様式1による督促を未提出者に対し行うこと。  

なお、督促は郵送に代えて電話により行っても差し支えない。  

ウ．現況届未提出により時効が完成し資格喪失した場合、旧法第6粂第2項の規定  

により、手当の支給要件に該当するに至った日から起算して5年を経過し改めて  

認定請求することができないことも想定される－ことから、時効が完成する前に別  

紙様式2による命令書を未提出者に配達証明により郵送すること。  

なお、住所不明等により、未提出者に当該命令昏等が到達しない場合には、民  

法第9且粂の2に規定に基づく公示送達の方法をとること。  
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（3）その他の留意事項  

受給資格者に対しては、できうるかぎり現況届の提出を励行するよう・指導する   

とともに事務処理上もそれに応じた体制をととのえ、未提出者についていやしく   

も、安易に時効による受給資格の消滅を待つことのないよう努められたい。  1．受給資格   

児童扶養手当の適用対象となる「日本国内に住所を有する」外国人は次の（1）及び   

（2）に該当する者  

（1）外国人登録法（昭和27年法律第125号）第2条第1項に規定する外国人で  

あって、同法に基づく登録を行っているもの。   

（2）次に掲げる看でないこと。  

Zん在留資格が出入国管理及び難民罷定法別表第1盈且の短期滞在に該当する者  

（本邦に短期間滞在して行う観光、保養、スポーツ、親族の訪問、見学、講習  

又は会合への参加、業務連絡その他これらに類似する活動）。  

まレ在留資格が出入国管理及び難早認定法別表第1盟且の盈誼に該当する者（演  

劇、演芸、演奏、スポーツ等の製箆に係る活動又はその他の芸能活動（別表第  

1 の投資・経営の活動を除く。））。  

乏んヱ及びま以外の者で、在留期間が短く、生活の本拠が日本国内にあるとは認  

め難い者。  

l  

：（参 考）  

こ 出入国管理及び難民終定法第4、条は平成元年に削除されている。  

l  

なお、出入国管理及び難民認定法第1ち粂の2の規定による一時庇護のための  

上陸の許可を受けている者等についても、定住の意志、生活実態等を考慮して、  

（1）及び（2）に従い対処する。  

2．事務処理   

（1）一般的事項  

外国人に係る事務処理については、（2）以下で述べる事項を除き、原則として  

日本人に対する取扱いに準じて行う。   

（2）受給資格の認定  

外国人に係る受給資格の認定は、外国人登録法第4粂に規定する外国人登録原  

票に記載されている居住地の都道府県知事等が行う。  

（3）認定請求書等の添付菩頬  

（別紙様式1）  

児童扶養手当現況届未提出のおしらせ  

0 0 0 0 殿   

あなたは、平成 年度の児童扶養手当現況届を提出していませんので、速やかに市町  

村窓口に捷出して下さい。  

・なお 年 月 日までに上記の現況届を操出しなかった場合には、平成○年12月期  

以降の児童扶養手当の支払を一時差しとめされますので御了知ください。  

平成 年 月 日  

都道府県又は市町村担当部局  

（別紙様式2）  

児童扶養手当現況届提出命令書  

0 0 0 0 殿   
あなたは、平成 年度の児童扶養手当現況届を提出していませんので、平成 年 月   

日までに提出するよう児童扶養手当法第29条第1項の規定に基づいて命令します。   

なお、平成 年12月 日までに平成 年度の児童扶養手当現況届を提出しなかった  

場合には、児童扶養手当法第22粂の規定に基づいて平成 年12月期分の手当から支  

給を受ける権利が時効によって消滅し、又、受給資格が喪失されますので御了知下さい。  

平成 年 月 日  

都道府県知事（福祉事務所長）  

市町村長（福祉事務所長）  
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4．所得制限に関する事項   

外国人に係る所得制限については、日本人の場合と同様その者の都道府県民税に係   

る前年（1月から6月までの月分については前々年）の所得の額を基礎として行う。  

5．その他  

広報紙を利用するほか地域の実態に即した方法により、制度の周知及び改正の内容   

について周知徹底を図ること。  

・戸籍の謄本又は抄本、住民票の写しに代えて、外国人登録法の規定に基づく  

登録証明書の写し（市町村長が、原本と相違ない旨の証明をしたもの。）又  

は登録済証明書  

・その他必要に応じ、本人の申立書、民生委員・児童委員の証明書等、受給資  

格等に係る事実を明らかにすることができる春類   

（4）認定請求書、手当証書、各種届蕃、台帳等の記載要領について  

L氏名  

本名により管理するが、証書以外の認定請求書、各種届書等で事務処理上  

通称名も管理することが適当な場合は、括弧書又は備考欄に通称名を記載さ  

せることができる。（氏名・通称名にフリガナを付すこと）  

まレ生年月日  

受給資格者等が記鼓するに当たっては、西暦等によって差し支えないが、  

台帳等の生年月日欄は、元号により記載する。  

之レ外国人表示  

外国人の受給者については、台帳等の様式の欄外に囲の朱印を押印し、  

外国人の受給者に係る分を分類整理すること。   

（5）外国人登録主管課等との連携強化について  

市（区）町村においては例えばあらかじめ外国人受給者一覧表等を外国人登録  

担当部門に提出し、外国人受給者の事実関係に変動があった場合には、速やかに、  

児童扶養手当の担当部門に通報する体制を確立する等、市（区）町村における事  

務処理体制にあった方法に与り、外国人登録粗当部門との連携強化を図り、円滑  

・適正な事務処理に努めること。  

3．外国人が出国した場合の受給権に関する事項   

（1）再入国の許可を受けて出国する場合について  

児童扶養手当の受給者である外国人が、出入国管理及び難民認定法第26粂に  

規定する再入国の許可を受けて出国した場合は、当該外国人の受給権は消滅しな  

い。  

ただし、当該外国人が再入国の有効期間内に再入国しなかった場合には、出国  

した日をもって受給権は消滅する。   

（2）再入国の許可を受けないで出国する場合について  

児童扶養手当に受給者である外国人が再入国の許可を受けないで出国した場合  

は、当該外国人の外国人登録原票が閉鎖される事由が生じた日（外国人登録証明  

春を入国審査官に返納した目）をもって受給権は消滅する。  
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○職権により処分できる範囲は、支給要件に該当していない事実が戸籍謄本等の一公簿   

により確認できるとき（児童が18歳に達する日以後の最初の3月31日になった、   

受給者が老齢福祉年金以外の公的年金を受給している、等の場合）である。）   

職権の根拠は、支給要件に核当しない場合は、当然資格喪失となるのであって、申   

請に基づく資格喪失の場合と同様であり、法第4条に基づくものである。  

われていないと  
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児童扶養手当は、その支給要件が離婚、遺棄、拘禁、事実婚の解消、未婚の母、事実  

婚の不存在等個人の秘密に属する事項に係わるため、受給資格の常定に当たっては、プ  

ライバシーの問題に触れぎるを得ないところであるが、必要以上にプライバシーの問題  

に立ち入らないよう事務運営に当たって配慮するとともに、職務上知りえた個人の秘密  

を漏らすことは、地方公務員法によっても禁止されているところなので、かかることの  

ないよう十分留意されたい。   

特に、遺棄調書（昭和55年6月20日児企第25号通知）、未婚の母子の調書及び  

事実婚の解消に関する調書（平成10年6月24日児家第37号通知）の取扱いについ  

ては、プライバシーの保護に配慮するとともに、父の暴力を逃がれて家出した母子が、  

居所を知られたため父に暴力を受けるという事例もあるので、たとえ児童の父と言えど  

も不用意に母子の居所等を漏らすことのないよう留意されたい。［昭和55年児企第4  

6号〕  

法第29粂は、手当の公正な支給を図るため、行政庁が、その必要があると認めたと  

きには、受給資格の有無及び手当の額の決定に必要な事項について確認するための行政  

庁の調査権を規定したものである。   

調査権を行使できるのは、手当の受給資格の有無及び手当額の欽定に必要な事項に関  

するものだけであって、その他のことを調査することはできない。また、鋲第4粂の手  

当の支給要件に該当する者であっても、手当を請求しない者にまで調査権を行使するこ  

とはできない。   

ま声、行政庁による受給資格の有無等についての調査権は、受給資格者の権利関係に  

及ぼす影響が極めて大であり、これを濫用すること 

問又は診断を行う職員は、自己の身分を明らかにする証明書を常に携帯し、関係人から  

提示を求められたなら、速やかにこれを提示しなければならない。  

111  112   



「ノ‾′‾  
l
I
、
－
、
、
 
－
 
♪
 
－
 
 
サ
 
 

刃．支払調整  

○内払調整に基づく減額支給について［昭和37年児発第582号］  

1．内払調整について  

手当が正当支払金額より多く支払われた場合は、法第31粂の規定により、その  

後支払われるべき手当の内払とみなし、次期以降の支払期月の支払額を減額調整し  

て差し支えないものであるが、かかる場合を例示すれば次のとおりである。  

（1）支給開始年月を正当年月より前の年月と誤認した場合  

（2）支給対象児童の数を多く誤認した場合  

（3）一期支払額を多く誤算した場合  

（4）減額改定の事由が発生したにもかかわらず、受給者が児童扶養手当額改定届  

を提出しなかったため、手当額の改定が行われなかった場合  

2．内払調整の事務処理  

市等における内払調整の事務処理としては、受給資格及び手当額を誤認定した場   

合には、その処分を取消して是正ふ、又は新たな処分を行うこととなる。・  

☆解 晩  

内払調整は、手当の支給が継続しているとき以外に行うことができない．  
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